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研究成果の概要（和文）： 
 
本研究では、主要な業種の CSR としての生物多様性保全への取組を調査し、企業の生物多

様性保全活動を評価するための評価基準を提案した。また、諸外国で導入されているノーネッ
トロス政策や生物多様性バンキング制度を調査し、日本におけるそれらの導入可能性を論じた。
さらに、世界の売上高上位 500 社の取組を調べたところ、日本企業は CSR 調達が欧米企業と
比較してかなり遅れていることから、今後は日本企業のサプライチェーンの持続可能性をいか
に高めるかが緊急の課題であることを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 
This study articulated and proposed guidelines on how to evaluate corporate activities for 
biodiversity conservation, through a survey of major industries’ current CSR activities. It 
also discussed a feasibility for Japan to introduce biodiversity no-net-loss policy and 
biodiversity banking scheme, based on a survey on the current related laws of foreign 
countries which have adopted those policy and scheme. Further, the study found that 
Japanese companies’ CSR procurement policies are far behind from those of European and 
American counterparts, and concluded it is urgent to conduct research on how to improve 
supply chain sustainabiliy of Japanese companies.  
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 生物の多様性は、生物の進化及び生物圏
における生命保持の機構の維持のために重
要であり、生物の多様性の保全が人類の共通

の関心事である。しかし、世界的な人口の急
増と経済活動の発展による生態系の劣化な
どにより、生物種の大量絶滅が懸念されてい
る。このため、生物多様性条約（CBD）が
1992 年に成立し、1993 年に発効した。これ
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によって、生物多様性保全のための国際的な
取組みが行われたが、2002 年の締約国会議
で設定した「2010 年までに生物多様性の損
失速度を顕著に減少させる」という戦略目標
は達成ができなかった。 
 
(2) 企業活動は、様々な形で生物多様性に対
し負の影響を与えている。また、多くの企業
がその資源供給元として生物多様性に依存
している。このため、企業はその社会的責任
（Corporate Social Responsibility: CSR）と
して、生物多様性の保全に取り組むことが求
められている。例えば、生物多様性条約
（CBD）においては民間企業が CSR として
自主的に生物多様性保全に取り組むことが
強く期待され、2006 年の締約国会議では
CBD への企業の参加を求める決議が成立し
た。しかし、生物多様性には科学的不確実性
があり、その客観的な評価が困難であるため、
その保全への取組みは他の環境問題と比較
して遅れている。 
 
(3)近年、生物多様性保全に市場原理を活用す
る経済的手法が注目されている。米国では生
物多様性保全の経済的手法として、湿地と絶
滅危惧種の生息地のノーネットロスを目標
とし、開発による生物多様性への影響を代償
するため、第三者が生物多様性を再生・保全
することでクレジットを発生させ、それを開
発事業者へ販売可能とする「生物多様性バン
キング制度」を既に運用している。 
 
(4)また、企業が自主的に開発が生物多様性へ
与える影響を回避、最小化し、その後に残る
影響は代償することによって、生物多様性の
ノーネットロスを目標とする「生物多様性オ
フセット」に取組む事例も、世界的な鉱山企
業を中心として増えている。 
 
２．研究の目的 
 
(1)本研究は、企業の CSR としての生物多様
性保全活動を客観的に評価する方法を提案
することを目的とする。その検討に当たって
は、企業の生物多様性保全活動が地域・世界
の生物多様性の保全にどの程度貢献してい
るかという視点から考える。 
 
(2)その評価基準としては下記について、ステ
ークホールダーのインタビュー等を行うこ
とにより、その妥当性を検証するとともに、
必要な修正を行う。 
① 企業活動が生物多様性へ与えるマイナス

の影響を、企業が自主的に行う生物多様
性保全活動によるプラスの影響によって
オフセットすることにより、ネットでの
生物多様性のゼロの損失を実現する。 

② サプライヤーに対する影響力を利用して、
その生物多様性保全への取組みを促進す
る（例えば、生物多様性の保全に配慮し
た持続可能な資源管理によって得られた
原材料等の調達を優先する）により、世
界の生物多様性の保全に貢献する。 

③ 地域の市民や行政機関等と協働し、その
地域での生物多様性保全に貢献するとと
もに、地域社会の発展に貢献する。 

 
３．研究の方法 
 
(1)主要な業種の CSR としての生物多様性保
全への取組を調査し、その評価基準を考察す
る。具体的には世界の売上高上位 500 社の取
組を各社のサステイナビリティ報告書等に
基づき調査した。 
 
(2)企業活動は生物多様性に依存したり、影響
(サプライチェーンを経由した間接的な影響
を含む)を与えていることから、生物多様性保
全に自主的に取り組むことのリスクとチャ
ンスを検討し、戦略的な生物多様性経営のあ
り方を考察した。 
 
(3)生物多様性保全のための経済的手法の現
状と課題を調査するため、事例として、米国
の湿地のノーネットロスの実現を目指すた
めの「ミティゲーションバンク」や絶滅危惧
種の生息地のノーネットロスを実現するた
めの「コンザベーションバンク」、ドイツの
都市開発におけるノーネットロス政策を実
現するための「エココント」制度などを現地
で調査した。この結果に基づき、日本におけ
るノーネットロス政策や生物多様性バンキ
ングの導入の可能性を検討した。 
 
(4)生物多様性保全に関する世界的な政策動
向を把握するため、CBD 締約国会議第 9 回
（2008 年、ボン）、第 10 回（2010 年、名古
屋）、IUCN 総会（2008 年、バルセロナ）に
オブザーバー参加した。 
 
４．研究成果 
 
(1) 鉱業や建設業など生物多様性へ与える影
響が大きい業種に焦点をあてて、世界の主要
企業の取組をサステイナビリティ報告書や
業界団体が発行している各種のガイド等を
基に、企業の生物多様性保全活動を評価する
ための基準を検討した。この研究成果は、国
際環境 NGO FoE Japan と協力して行った
「企業の生物多様性に関する活動の評価基
準作成に関するフィージビリティ調査」
（2008 年度環境省請負調査報告書）に活か
し、この中では企業の生物多様性保全活動を
マネジメントとパフォーマンスの両面から



 

 

評価する基準案を提案した。 
 
(2) CBD 第 9 回締約国会議（2008 年、ボン）、
IUCN 総会（2008 年）では、生物多様性保
全のための国際的な議論を直接聞くととも
に、様々なサイドイベントにおいて諸外国の
専門家と意見交換した。 

COP9 では、特に、企業が自主的に生物多
様性へ与える影響を回避、最小化し、その後
に残る影響は代償することによって、ネット
でゼロ又はプラスの影響を与えることを目
指した生物多様性オフセットについて情報
収集し、意見交換できたことは有意義であっ
た。また、ドイツ政府が主導して世界の企業
が自主的に生物多様性保全に取組むために
「ビジネスと生物多様性イニシアティブ」を
設立し、COP9 の中で日本企業を含む 30 数
社がリーダーシップ宣言を行ったことは、企
業の自主的な取組の一つの事例を示したも
のとして本研究にとって大いに参考となっ
た。 
 
(3)生物多様性保全策として注目されている
ノーネットロス政策や経済的手法である生
物多様性バンキング制度について、米国とド
イツを訪問し、関係者のインタビュー調査等
を行った。 
特に米国では、湿地の生態系を再生・保全

することでクレジットが生じる生物多様性
バンクがビジネスとして成立していること
を確認した。また、それを可能としたのは米
国政府が代償の方法として生物多様性バン
クの利用を優先する政策に転換したことが
大きな要因であることが判明した。 
また、ドイツでも同様の制度が既に存在す

るが、米国とは異なり、生物多様性バンクか
らクレジットを購入したとしても、開発業者
に課せられる代償の法的責任がバンクに移
転しないという大きな違いであることが判
明した。このことは、仮に生物多様性バンク
が経営的に破たんしたとしても、代償は開発
業者によって担保される点で優れている。 
これらの調査結果を基に、本研究では、日

本におけるノーネットロス政策と生物多様
性バンクの導入の可能性を明らかにした。こ
れらの成果は国際環境NGO FoE Japanに設
置された「生物多様性保全に関する政策研究
会」の議論に活用され、日本における生物多
様性のノーネットロスの政策等の政策提言
に取り入れられた（2010 年 3 月）。また、そ
の成果報告書は、CBD 第 10 回締約国会議で
資料配布するとともに FoE International が
企画したサイドイベントでも発表した。 
 
(4) 2010 年には CBD の第 10 回契約国会議
（COP10）が名古屋で開催され、これに出席
した。 

COP10 では、2020 年から 2050 年の長期
にかけての世界の生物多様性保全の戦略目
標である「愛知目標」が採択された。この愛
知目標では、2020 年までに「生物多様性の
損失を止めるための効果的かつ緊急な行動」
を実施し、2050 年までに「自然と共生する」
世界を実現することである。この目標を達成
するために 5 つの戦略目標と 20 の個別目標
が定められたが、その最初の戦略目標が、「生
物多様性を主流化する」ことであった。 
そこで、日本において生物多様性を主流化

することに焦点を当てて、愛知目標を実現す
るために講じるべき法政策について検討し
た。このため、既に 2020 年までに生物多様
性の損失をゼロとすることを目標としてい
る EU の政策と比較した。この結果、日本が
愛知目標を達成するためには、EU と同様に
自国内の生物多様性の保全のために生物多
様性の損失をゼロとする分野別の期限付き
の目標を掲げ、それを実現するために開発事
業が生物多様性に与える影響は回避・最小化
し、その後に残る影響は代償を義務化すると
ともに、生物多様性に関係する政府のすべて
の政策、計画及び事業の立案時から生物多様
性への配慮を行うために戦略的環境影響評
価を導入するべきと結論付けた。この結果は、
2011 年 6 月 19 日に国学院大学にて開催され
る「環境法政策学会」の年次大会において発
表する予定である。 
 
(5)企業は自然の改変等により直接的に生物
多様性へ影響を与えているだけでなく、モノ
やサービスの購入などサプライチェーンを
通じて、特に開発途上国における生物多様性
に影響を与えている。 

2010 年には企業の CSR としての生物多様
性保全の取組を明らかにするため、世界の売
上高上位500社の取組を各社のサステイナビ
リティ報告書等を調査した。この調査の結果、
日本企業は生物多様性への保全を経営方針
として採用し、その実施を計画的に行う点で
は欧米よりも進んでいるが、サプライヤーの
CSR を考慮する CSR 調達についてはかなり
遅れていることが明らかとなった。 

しかし、多くの日本企業にとってサプライ
チェーンは複雑であり、サプライチェーンの
持続可能性を高めることは容易なことでは
ない。このため、サプライチェーンの持続可
能性を改善することが日本企業にとっては
緊急の課題であることから、2010 年度後半
からこの分野の研究を本格的に開始し、この
結果は環境経営学会誌に投稿するとともに、
2011 年 5 月 29 日に跡見学園女子大学にて開
催された「環境経営学会」の研究報告大会に
おいて『サプライチェーンの持続可能性』と
題するシンポジウムを企画し、その中で成果
報告を行った。 



 

 

しかし、サプライチェーンに関する研究は
まだまだ不十分である。このため、2011 年度
からは、これまでの研究成果を基に、現在の
ところ取組みが遅れている日本企業のサプ
ライチェーンに焦点を当てて、企業として責
任のあるサプライチェーンマネジメント
（SCM）の在り方を研究することとした。な
お、この研究のため、2011 年度から日本私立
学校振興・共済事業団の「学術研究振興資金」
の助成（テーマ名：生物多様性に配慮したサ
プライチェーンマネジメント）を受けること
となった。 
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